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判例研究
ステップファミリーと面接交渉
早 野 俊 明
(大阪高平成18年2月3日決定 [平17(ラ)1023号､子の監護
に関する処分 (面接交渉)審判に対する即時抗告事件一変更
(確定)原審京都家]家庭裁判月報58巻11号47頁)
1 事実の概要
Ⅹ女 (申立人 ･相手方)とY男 (相手方 ･抗告人)は､平成9年5月14
日に婚姻し､長男A長女Bをもうけた後､平成15年10月30日､親権者をい
ずれもYと定めて協議離婚をした｡離婚に際し､YはⅩに対し､ABと面
接交渉をすることを認め､実際､同年11月から､1ケ月に1回宿泊を伴う
面接交渉が行われていた｡しかし､平成16年9月に面接交渉が行われた
後､Yは面接交渉を拒否するようになった｡そこで､Ⅹは本件調停の申立
をしたが､第2回の調停期日である平成17年1月24日に不成立となり､原
審の審判手続に移行した｡なお､Yは平成17年春頃よりZ女と同棲してお
り､ABもZに懐いている｡
原審 (京都家審平成17年8月24日家月58巻11号56頁)は､以上の事実に
基づき､Yはやや消極的ではあるもののⅩとの面接交渉を条件付きながら
認めるようになってきたこと､ⅩとABとの面接交渉において､殊更AB
の福祉を害するようなことは全く見られないこと等に照らし､原則とし
274 白鴎大学法科大学院紀要 創刊号 (2007年11月)
て､ⅩとABとの面接交渉は認めるべきであるとして､その方法につき検
討し､｢Yにおいて､婚姻予定のZがおり (内縁の妻)､婚姻すれば､Yと
ZとABにおいて､新たな家庭が築かれることになるから､Ⅹとの面接交
渉によって､ABの心理に不安を抱かせないようにする必要性があるが､
ⅩとABの面接交渉がスムーズにいき､ABにおいて､Ⅹと会うことが負
担にならないように､また､のびのびした気持ちで面接することができる
ようになれば､そのような危倶はなくなるのであり､そのためにも､ある
程度の頻度と､時には宿泊付きでゆったりした気持ちで面接交渉させるこ
ととするのが相当である｣と判断し､毎月1回の面接交渉､そのうち､A
Bの休暇時期にあたる3月と7月には宿泊付きでの面接交渉を認めた｡
なお､原審判の6日後の平成17年8月30日､YとZは婚姻し､同年9月
8日､ZはABらと各養子縁組をした｡Zは､専業主婦として家事に従事
し､ABの監護養育に当たっている｡
原審判に対して､Yは､Ⅹは突然Yの家に押し掛けてきたり､夜中に玄
関口で大声で叫ぶなどして警察を呼ばざるを得ない事態に至っており､そ
の後も脅迫的言動をしていることから､ABの福祉を害するおそれがある
こと､ZはYと再婿したうえ､ABと養子縁組をしており､Yらは新たな
家庭生活を築き始めていることからすれば､面接交渉によって､この家庭
生活の平穏を脅かすこととなり､ABの情緒を不安定にすることなどを理
由に､ABが状況を把握できるようになるまで､Ⅹとの面接交渉を控える
べきであるとし､また､Yは仕事上ABの引渡に関与できず､Zも妊娠中
であるうえ､過去のⅩの行為によりⅩに対し恐怖心を抱いており､ABの
Ⅹへの引渡の協力はできない状況にあり､他に協力を求める者もいないの
で､仮に面接交渉を実施するにしても､宿泊付きを認めるのは相当ではな
いとして､抗告をしたのが本件である｡
ZはABと養子縁組したことにより､ABの共同親権者となったので､
利害関係人として本件に参加している｡
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2 決定要旨
原審判を一部変更し､面接交渉を認めた (確定)0
まず､｢非監護親の子に対する面接交渉は､基本的には､子の健全育成
に有益なものということができるから､これにより子の福祉を害するおそ
れがある場合を除き､原則として認められるべきものである｡上記の事実
関係によれば､当事者双方の協議離婚に際し､YがABの親権者となるこ
とが合意されるに当たっては､ⅩとABとの面接交渉の機会が確保される
ことが重要な要素となったことが推認でき､それ故にこそ､約10か月間
は､毎月1回宿泊付きの面接交渉が実施されてきたものと認められるこ
と､及び､ABはⅩに対して親和性を抱いており､従前実施された面接交
渉によって､子の福祉を害する特段の事態が生じたということも認められ
ないから､Ⅹの面接交渉は認められるべきである｣とした｡そして､その
具体的方法について検討し､｢面接交渉の回数については､従来の経緯か
らみて､毎月1回の割合で実施するのが適当である｡(略)離婚の際に､
Ⅹの面接交渉が重要なものとして位置づけられていることを考慮すると､
Yらとしては､この程度の回数は受忍すべきである｣とする一方､従来実
施されていた宿泊付き面接交渉については､｢現在は､Y及びZは､その
共同親権の下でABとの新しい家族関係を確立する途上にあるから､生活
感覚やしつけの違いから､ABの心情や精神的安定に悪影響を及ぼす事態
はできるだけ回避されなければならず､宿泊付きの面接交渉は､そのよう
な危倶が否定できないものというべきであるから､現段階においては避け
るのが相当である｡(略)今後､日帰りによる面接交渉が円滑に実施され､
ABに新しい生活習慣が身に付き､上記のおそれが払拭された時点で､改
めて､宿泊付きの面接交渉の実施の可否が検討されるべきである｡Ⅹの宿
泊付き面接交渉に関する希望は理解できるが､従来とは状況が異なること
を理解するべきである｣として､当分の間実施しないものとするのが適当
であると判示している｡
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3 研 究
【1】一人親家庭から､再婚を経て､同居親子が継親を含んだ新たな家族
関係 (ステップファミリー)を形成したとき､従前もしくは将来の子 ･非
監護親間の面接交渉の可否を判断するにあたり､この ｢新たに形成された
再婚家庭における安定性｣という要素をいかに考慮すべきか｡本稿では､
この点に焦点をしぼり､面会の可否を問題としたい(1)0
本件では､原審で月1回の面接交渉と年2回の宿泊付きでの面接交渉を
認め､本決定では､宿泊付きの面接交渉は否定されたが､毎月1回の面接
交渉が維持された｡面接交渉の可否を判断するにあたり､｢新たに形成さ
れた再婚家庭における安定性｣という要素を考慮に入れながら､面接交渉
を肯定したという点のみに着目するならば､｢この類型 (再婚 ･養子縁
組事案一筆者注)においては､原則として面接交渉を認めないというの
が全体の傾向｣(2)であることからすれば､原審 ･本決定ともに例外をなす
ものであり､本決定は､高裁として､制限的ながらも面接交渉を初めて認
めた公表事案となる｡もっとも､面接交渉 ･その制限の可否の判断基準
は､子の福祉を最優先の考慮事由とすべきところ､その構成要素は各辛
案の個別事情により､子の福祉にとって優先すべき事実あるいは理由は
一律ではなく､当該事案の個別的な特殊事情に注目し､これに拠って判
断せざるをえないから､｢新たに形成された再婚家庭における安定性｣と
いう要素だけで､面接交渉の可否が判定されるわけではないことは､もち
ろんである｡
【2】後掲表のとおり､｢新たに形成された再婚家庭における安定性｣を
面接交渉もしくはその制限の可否を判断するうえで一つの考慮事由とした
公表裁判例は9件 (そのうち､(至X臥 (萱返)､⑦⑧は同事案であるから､事
案としては6件)である｡本件は(至X釘である｡面会の可否について肯定し
たものが① ･⑤ ･⑦ (月1回の面会のみならず宿泊付きの面会も)の3
件､否定するものが4件 (② ･(参･④ ･(9)である｡(むは､子のうちの中
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学2年生の男子についてのみ面会を認め､小学4年生の女子については認
めなかった｡⑧は､宿泊付きの面会は禁止したが､月1回の面会は肯定し
ている｡もっとも､(丑は②により全部､⑦は⑧ (宿泊付き面会の部分)に
より一部覆されているから､肯定事案は1件 (⑤)､否定事案は3件 (② ･
④ ･(釘)､一部肯定 (否定)･制限事案は2件 (む･⑧)である.なお､⑦
(本件原審)では､離婚の際に取り決めた月1回の宿泊付き面接交渉が､
年2回の宿泊付き面接交渉となり (但し､月1回の面接交渉が加えられ
た)､制約を受けていることにも注目する必要があるだろう｡
｢新たに形成された再婚家庭における安定性｣を考慮事由の一つとし
て面会を肯定する理由について､①では､子が再婚家庭に十分適応し一
応幸福に暮らしていること､面接により子に心の動揺を与える可能性が
あることを認めながら､子が監護親 (実父)の言 (現在の再婚相手が真実
の生みの母親であり､ある事情があってこれまで申立人 [非監護親 ･莱
母]に育てられていたと言い聞かせてあること)を信じているかどうか疑
わしいこと､非監護親と別れて実父に引き取られた際の経緯等 (離婚調停
において実父が親権者となったため､子を実父に引き渡すこととなった
が､引渡日に子が実母と別れ実父の許に行くのを嫌がったため､実母も子
を手放すに忍びず､親権者変更の調停申立をしたものの､再び思い直し､
この申立を取り下げ､実父に引き渡したこと)からして､実母との面接に
より受ける子の利益を考慮すると直ちに子の福祉が害されるものではない
こと､を挙げているoまた､(亘では､家族形成過程の初期段階にあること
を理由に実母は面接を拒否していたが､現在では新たな家庭生活が軌道に
乗りその関係も良好であることを実母が認めていること､実母に面接交渉
を容認する心情が芽生えていること､子自身も実父に対し悪感情を抱いて
いないこと､手紙や贈り物など面接交渉以外の方法による接触がすでに円
滑に行われていること等､⑥では､養子縁組をし､新たな親子関係が形成
され現在では安定した生活を送っているとみられることからすれば､わが
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子の無事な成長ぶりを確認したいという理由だけでは､実母らの反対の意
向にかかわらず実父の面接交渉を認めることはできないが､子が単独で面
接することができ､離婚や再婚をそれなりに理解できる年齢に達している
場合には､面接交渉によって子の福祉が害されるおそれは比較的少ないこ
とを､面接交渉を肯定する理由として挙げている｡(ラ (本件原審)では､
監護親が非監護親との面接交渉を条件付きで認めていること､非監護親と
子との面接交渉において子の福祉を害するようなことは全くみられなかっ
たこと等､㊨ (本決定)では､協議離婚の際に監護親が親権者になるにあ
たって､子と非監護親との面接交渉の機会が確保されることが重要な要素
となっており､実際､宿泊付きの面接交渉が実施され､これによって子の
福祉を害する特段の事態も生じていないこと､子は非監護親に対して親和
性を抱いていること､から面接交渉を認めるに至っているO① ･(9･(むは
いずれも安定した再婚家庭が形成されているとされる事案であるが､(∋･
⑥では､｢再婚家庭の安定さ｣に優越する事情が他に存在していること､
(釘では､再婚家庭がすでに安定しているだけでなく､子の利益に適うべき
事情が他にも存在していることを理由に面接交渉を肯定するものであり､
(9･⑥では､｢再婚家庭の安定さ｣という要素は面接交渉の制約事由とし
て働いているのに対し､(参では､面接交渉を促進する要素と捉えており､
｢再婚家庭の安定さ｣の位置づけは異なっている｡(∋･⑥は､｢再婚家庭
の安定さ｣が面接交渉の制約原理として働くという意味では､その比重は
異なるにしても､後述の制限判例 (参･(宣堰) とその立場を同じくするも
のであることに留意する必要がある.(至極)では､面接交渉自体は肯定する
ものの､安定した再婚家庭を形成する過程にあるとされるがゆえに､面接
交渉の方法として慎重さを要するとするものであり､安定した場合にはそ
の慎重さに対する配慮が緩和されることになるという意味では､面接交渉
を積極化することになるから､再婚家庭の安定さの捉え方は､⑤に近い｡
他方､｢新たに形成された再婚 (内縁)家庭における安定性｣を一つの
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考慮事由として面接交渉 (面会あるいは宿泊付き面会)を否定 ･制限する
判例は､その理由として､面会することにより､実母と再婚相手の葛藤の
渦中に子を巻き込み平和な家庭生活に波潤を起こさせ､結果的に子の精神
面における健全な成長を阻害する危険が存すること (参)､子の精神状態
を半端にしてしまう恐れがあること (③)､新しい摩擦を起こしそれが子
に対し悪循環を生ずること (④)､小学4年生について､その年齢 ･心情
等からすると､心理的動揺や混乱を招くおそれがあること (⑥)､新しい
家族関係を確立する途上にあり､生活感覚やしつけの違いから､子の心
情や精神的安定に悪影響を及ぼす危倶が否定できないこと (参)､再婚家
庭における継親子間の心理的結び付きが実親子間のそれとは実質的に同等
といい得るほど強固なものとなっていないことからすれば､子を取り巻く
保護環境を乱すことを避けねばならないこと (9)､などが挙げられてい
る｡(Dの抗告審(参では ｢平和な家庭生活｣､(釘④ (同事案)では ｢家庭も
落ち着いてきた｣こと､⑥では ｢安定した生活｣､⑧では ｢新しい関係を
確立する途上｣､⑨では継親子間の ｢心理的結び付きが実親子間のものと
実質的に同等といい得るほど強固なものとなっているとまではいうことが
できない｣ことを認定し､｢再婚家庭の安定性｣の程度は異なるが､依然
再婚家庭が不安定であること､あるいは面接交渉により再婚家庭が不安定
となることが､子の健全な精神的成長を阻害するものとして､いずれも面
接交渉を否定 ･制限する要素と捉えている｡
【3】そこでまず検討すべきは､再婚家庭がすでに安定しているとされる
事案 (①② ･(教室)･⑤ ･⑥)において､｢安定していること｣が面接交渉
の制約事由になりうるのかという点である｡上述のように､⑤以外はすべ
て制約事由と解している｡すでに安定しているのであればいかなる事情が
存在していようとも面接交渉によって再婚家庭が揺らぐことはないとも
解しうるであろうし (⑤)､場合により安定した再婚家庭が揺らぎ子の精
神的成長に影響を与えるとも解することができる (参･雀唾)･(釘 [小学4
280 白鴎大学法科大学院紀要 創刊号 (2007年11月)
年生])｡また､面接交渉をすることによって子が受ける利益は､安定した
再婚家庭が揺らぎ子に多少の悪影響をもたらすことはあっても､他の事情
によってカバーできるとも解しうる (∋･(む [中学2年生])｡いずれの解
釈も可能であり､結局､これらを裏付ける事実あるいは経験則等が当該事
案にある (当該事案の特殊性といってもよい)と理解しない限り､整合的
に解することはできないとも考えられるが､これらの事実あるいは経験則
等は裁判書において見ることはできない｡あるいは､そもそも ｢安定性｣
の捉え方が裁判官によって異なっている可能性すらある｡また､①におい
ても､何ゆえ､他の事情が ｢安定した再婚家庭｣という事情に優先される
のか､必ずしも明らかではない｡離婚や再婚の事情を認識できる ｢子の年
齢｣を基準として､中学2年生の男子について面接交渉を認めた(参とは対
照的である (⑥の方が説得的である)｡
一方､本件のように再婚家庭が安定途上にあるとされる事案 (⑦⑧のほ
かに⑨もそうである)では､いずれも面接交渉により子の福祉を阻害する
ものとして､面接交渉の制約事由になると解しながら､⑦⑧では面接交渉
の方法として､(勤はその可否自体の問題として処理されている｡これらの
裁判例は､再婚家庭がいまだ安定するに至っていないがゆえに､まずは再
婚家庭の安定を目指すべきであり､その上での面接交渉であれば子の福祉
に適うとするものなのであろうが､⑦⑧では､すでに子と非監護親との間
で面接交渉が実施されており､この面接交渉により子の福祉が害されるこ
とはなかったという事実から面接交渉を肯定し､その方法として制限を
かけたものである｡しかし､何ゆえ､月1回の宿泊付き面接交渉が (協
議離婚時の合意)､月1回の面接交渉と年2回の宿泊付き面接交渉となり
(⑦)､結果的に月1回の面接交渉となるのか (砂)､すなわち､再婚家庭
の不安定さが､子の福祉にどのような影響を及ぼし､どの程度に影響を及
ぼしてこのような面接方法となるのか､必ずしも明らかではない (もちろ
ん説明は容易ではなかろう)｡これが説明できないとしても (述べられな
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い事情もあるのかしれないが)､少なくとも再婚家庭がいかなる点で不安
定なのかを説明する必要があるかと思われるが､(うでは ｢新たな家庭が築
かれることになるから｣､(砂では ｢新しい家族関係を確立する途上にある
から｣と説明するにすぎず､｢新しい家族関係｣がいかなる状況にあるが
ゆえに､子の福祉に影響を及ぼすのかを､具体的に説明していない｡
【4】この点学説においては､(a)｢かつては､離婚後､子が再婚家庭で
暮らしている場合には､平穏な生活に波風を立てないようにという理由
で､面会交流を認めない事例 (略)もあったが､現在では､面会交流の障
害事由にあたらない (略)｡子は､現実に監護している親との関係､そう
でない親との関係を､個別に持つことができる｡面会交流の権利は､別居
親から継親まで含んだ複合的な離婚後家族の柔軟な規律を形成する方向に
向かうべきである (略)｣とする見解(3)､(b)｢監護親の再婚､養子縁組
があった場合は､新しい家庭にとっては面接はその安定を妨害するものと
して認めたくない一方､非監護親としては新しい家庭で子が大切にされて
いるかどうか不安で､実態を見極めたいという要望が強いという事態もあ
るO(む､(参の要素 (①子に対する暴力､奪取､侮辱などのおそれがある場
合は､現在の監護状況を害するもので､面接の目的の範囲を超えるから面
接を認めるべきではない｡(彰子の精神的不安定という要素は､あまり重視
すべきではない｡一筆者注)に加え､まずは新しい家庭の安定､新しい家
庭に子がなじむことを優先すべきであろう｣とする見解(4)､(C)｢子の現
在の安定した家庭を尊重しつつ､実親との面接交渉の可能性を探る姿勢を
失ってはならない｣とする見解(5)などがあり､対立状況にある｡再婚家庭
の不安定さが面接交渉可否の一考慮事由となるか否かについては､当然考
慮されるとするのであろうか､まったく言及されていない｡
【5】面接交渉可否の判断基準としての子の福祉を構成する要素がいかな
るものか､その要素をいかなる比重をもって判断すべきかは､必ずしも明
確な基準が定立されているわけではない｡そもそもその構成要素を普遍的
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要素 と して 明 らか にす る ことができるのか､ これ 自体 が 問題 で あ り､ 各事
案 の個 別 的 な特 殊 事 情 に着 目 し､ これ に拠 って 判 断 せ ざ る を得 な い｡ ま
た､ そ もそ も当該事 案 に関わ る事実が裁 判 書 に網 羅 的 にす べ て記 載 され て
いるわ けで もな いか ら､ 子 の福祉 の構 成 要 素 を記 載 され た事 実 か らのみ抽
出す る ことは容 易 で はな い｡ さ らに､ 当該 面 接 交 渉 によ り子 の福祉 を実現
す るか否 か は､ 所 詮､ 現在 を基準 とした将来 予測 で しか な い｡ そ うで あれ
ば､ 少 な く とも､ ｢新 た に形成 され た 再 婚 家 庭 にお け る安 定 性 ｣ を面 接 交
渉可否 の-判 断要 素 とす る のであれば､ そ もそ も ｢新 た に形 成 され た再婚
家族｣ が いか な る状況 にあ るのか を､ 具体 的 に明 らか に して お く必 要 が あ
るか と思 われ る｡
この点 ､ 最 近 の社 会 学等 の研 究知見 は､ ス テ ップ フ ァミ リー が どの よ う
な状 況 に あ り､ どの よ うな 関係形成 の過 程 を く ぐ りぬ け る の か､ す な わ
ち､ ｢ス テ ップ フ ァミ リー の実 態｣ を 明 らか に しつ つ あ る｡ これ らの知 見
によれ ば､ ス テ ップ フ ァミ リー が経験 す る状 況 には共 通 した ものが あ り､
ほか の家族 には見 られ な い､ 家族経験 の独 自性 が ス テ ップフ ァミ リー にあ
る こ とが解 明 され て い る｡ 以 下 に紹介 しよ う(6)｡
まず第 1に､ 再婚 (同居) までの期 間が及 ぼす影 響 に関 して で あ る｡ ス
テ ップ フ ァミ リー にお いて は､ 出会 いか ら結婚 にいた る まで の プ ロセ ス に
子 どもが利 害 関係 者 と して介 在 し､結婚 成 立 の障害 にな る側 面 もあ るが､
ひ とた び恋 愛 関係 が始 まる とそ の初期 段 階 か ら結婚 を意 識 させ ､子 どもが
少 しで も年 少 の うち に ｢家 族｣ にな る ことを望 んで結婚 へ の決 断 を急 ぐ傾
向が見 られ る｡ 再 婚 まで の交 際期間は平 均 1年 3ケ月 とす る調 査 結果 もあ
る(7)｡ 結果 的 に､ どの よ うに家族形成 して い くか とい う問題 に大 人 も子 ど
もも十 分 な準備 が な い ま ま楽 天 的な見 通 しか ら結婚 に踏 み切 るケー ス が 目
立つ｡ そ して､ 結婚 直後 か ら親 の役割 を担 う ことを期 待 し､期 待 され る継
親 と継子 の関係 を難 し く し､ そ の間で板 挟 み にな る実 親 もス トレス を経験
す る｡ 実親 と継親 の間 にお け る子 どもをめ ぐる対 立 によって､ 夫 婦 の信 頼
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関係が損なわれるケースもあり､問題が深刻化すれば､家族が分裂の危機
に陥る場合もあるとされる｡
第2に､ステップファミリーの発展段階に関するものである｡ステップ
ファミリーは､初期段階として､(i)夢と期待に満ちている時期､(i)
現実に直面し始める時期､(ii)はっきりと現実に気づく時期､中期段階
として､(iv)変動の時期 (家族内のズレや対立が噴出する)､(Ⅴ)行動
の時期 (新たな家族の共同運営が再出発する)､後期段階として､(vi)関
係が深まる時期 (継親子関係が親密になり本物になる)､(Ⅴ並)連帯達成
の時期 (自然体で家族関係が維持できる)の7段階で発展し､｢発展の早
い｣家族でも全行程を通り抜けるのに約4年､平均約7年かかる｡関係の
発達が早いか否かは､初期段階にどれだけ多くのエネルギーと時間が費や
されたかにより､早い家族は約1年､平均3-4年費やされる｡初期段階
を通り抜けると､多くの家族が中期で2-3年を費やすとされる｡ようや
く再婚家庭が機能し始める第 (Ⅴ)期に入るのに､およそ5-6年を要す
ることになる｡
第3に､ステップファミリーの初期段階に関してである｡ひとり親家族
として､あるいは独身者として作り上げてきた生活パターンから新たな多
人数家族生活への移行には､就業状態､居住地などの変化や家計 ･居住空
間などの再配分を伴うことが多い｡また､生活が始まれば､それぞれの一
見些細に見える生活習慣 (食事のメニューや味付けから歯磨きの習慣に至
るまで)､家族生活のルール (家事をどう分担するかなど)､子育てやしつ
けの方針 (何に関して誰がどれくらい厳しく叱るかなど)の違いが表面化
し､いわゆる ｢カルチャーショック｣が生ずる｡その食い違いのために対
立や葛藤が生じやすい｡とくに夫婦双方がともに子連れで同居生活を始め
た場合には､それらがそれぞれの生活史のなかで形成され定着してきたも
のであるだけに､より調整が困難となるOさらに､初婚家族であれば､夫
と妻という個人間の相互適応の問題となるのだが､ステップファミリーで
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は2組の親子セット間の文化的対立､あるいは親子セット対個人 (継親)
間の対立という形になりやすく､それまで子どものいなかった継親が新た
な家族関係のなかで疎外感をもったり､2組の親子セット間に溝が生じた
りするなど､複雑な関係構造のなかでの相互適応はより困難な面が大きい
とされる｡
第4に､継母の負担に関するものである｡子どもにとっての母親の重要
性や女性にとっての世話や養育の役割を強調するジェンダー役割規範が強
い社会であることから､継母たちは継子にとっての ｢母親｣になることを
期待され､自らも期待して､それが容易に実現されないことにストレスを
募らせることになりやすい｡関係の歴史が浅い大人と子どもが互いを瞬時
に親と子として受け入れることは不可能なことであるにもかかわらず､大
人たちには､法律上の親子になれば､あるいは一緒に暮らし始めれば､継
親子間にも即座に愛情が生じるかのような非現実的な期待を抱きがちであ
る｡とくに出産や子育ての経験がない女性が継母という役割を担うことに
なった場合に大きなストレスを感じやすい｡したがって､夫 (男性)より
も妻 (女性)の方が家族内でのストレーン (負担)を感じる傾向が強く､
男性の場合には､以前の結婚での子が自分にある場合だけでなく､再婚相
手だけにある場合､両方にある場合のいずれの場合もストレーンを感じる
程度に違いはなく､一方､女性でも､自分にだけに以前の結婚での子ども
がいる (継母役割を担っていない)場合にのみ男性なみにストレーンが低
いとされる｡
【6】これらの社会学等の研究知見が､上記の裁判例を検討するうえで注
目すべき視点は､つぎの点であろう(8)0
(1)再婚 (同居)までの期間が短い場合､後の再婚家庭形成にあたって
トラブルを生じやすい｡
(2)ステップファミリーが安定しはじめるまで (第Ⅴ期)に､平均5-
6年を要し､その初期段階 (平均3-4年)においては､継親子間の
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相互適応が難しい｡とくに双方が子連れ再婚の場合に調整がより困難
となる｡
(3)継母とくに出産や子育て経験のない初婚の継母の負担が大きい｡
すなわち､｢再婚家庭の安定性｣を判断する要素 (｢不安定要因｣の判断
要素)として､(a)再婚 (同居)するまでにどのくらいの期間があった
か (再婚 [同居]するまでの期間)､(b)ステップファミリーが初期段階
(3-4年以内)にあるか否か (再婚 [同居]期間)､(C)双方が子連れ
再婚であるか否か､(d)継母であるか否か､あるいは出産や子育てのな
い初婚継母であるか否か､という点に注目すべきことになろう｡これらの
視点から改めて裁判例を検討すると (後掲表を参照)､①(参につき (a)
3ケ月 (b)(審判時)9ケ月 (｢決定時｣まで1年9ケ月)(C)双方子
連れ再婚 (d)初婚継母ではないが継母ではある､③④につき (a)4ケ
月 (b)(審判時)3年1ケ月 (｢決定時｣まで3年8ケ月)(C)双方子
連れ再婚 (d)初婚継母ではないが継母ではある､(むにつき (a) 1年
2ケ月 (b)(審判時)3年 (同居期間)(C)双方子連れ再婚ではない
(d)初婚継母ではない (継父)､(参では (a)6ケ月 (b)(審判時)2
年5ケ月 (C)双方子連れ再婚ではない (d)初婚継母ではない (継父)､
⑦⑧では (a) 1年6ケ月 (同居)(b)(決定時)10ケ月 (同居期間)
(C)双方子連れ再婚ではない (d)初婚継母である､⑨では (a) 3年
3ケ月 (同居)(b)(審判時)1年5ケ月 (同居期間)(C)双方子連れ
再婚ではない (d)初婚継母である､ということになる｡
まず (a)につき､再婚 (同居)までの期間-交際期間となるわけでは
必ずしもないが (一般的には再婚 (同居)までの期間が長くなろう)､国
立社会保障 ･人口問題研究所が行った第13回出生動向調査によれば､出会
いから結婚するまでの平均交際期間は3.8年 (恋愛結婚の場合は4.1年)と
されこの結果を基準とすれば(9)､6事案すべてが､(b)についても6事
案すべてが､(C)につき(D②､③④の2事案が､(d)につき①②､③
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④､(至X臥 (勤の4事案がそれぞれの判断要素を充足している｡また個別事
案ごとに見れば､(王X臥 (宣×彰の2事案はこの4つの判断要素すべて､⑤､
(参の2事案は2つ､(弛 ､(勤の2事案は3つを充足している.これらの要
素を不安定要因の判断基準とすれば､6事案すべてが不安定事案といって
よいであろう｡もちろんこれらの各要素の比重は必ずしも同じものとはい
えず､子の意思 ･年齢 ･心身の成長状況､従前 ･現在の面接実績等による
影響は免れない｡⑤では､子は非監護親に対し格別の悪感情を抱いていな
いこと､すでに手紙や贈り物などの面接以外の方法による接触が円滑に行
われていること､⑥では､中学2年生という年齢 (13歳)と心身の成長状
況､(至X砂 (本件)では､子は非監護親に対して親和性を抱いていること､
従前実施された面接交渉によって､子の福祉を害する特段の事情が認めら
れなかったこと､などの事実を評価し､面接交渉を全面的 ･部分的に肯定
したものと見ることができよう｡これらを裁判例 (面接交渉の可否)の結
果と対比すれば､(重X臥 (萱)④､(勤の3事案は結果的に面接交渉が全面否定
され ⑤は肯定､⑥､①③の2事案は部分的肯定 (否定)と､ほぼ対応し
ている｡裁判例はいずれも結果的に妥当であるように思われる｡
以上のように､再婚家庭の不安定さが子の福祉に与える影響 (因果関
係)は諸科学の将来の知見に委ねざるをえないとしても､現在のところ
は､前述した(ラ(砂(卦の裁判例が示すとおり､面接交渉により子の利益を
阻害するとするのが経験則であり､そうであるならば､｢再婚家庭の安定
性｣-再婚家庭の不安定要因を判断するうえで､上述した4つの構成要素
はいずれも客観性を有し､有効な基準となりうるのではないだろうか0
(1) 筆者は､この間題に関わる論稿をすでに脱稿している｡早野俊明 ｢ステップファミ
リーにおける面接交渉｣磯野誠一先生-石川稔先生-三木妙子先生献呈論文集 『家族
と法-その地平-』(仮題)(尚学社､2008年2月刊行予定)｡本稿の叙述と重なると
ころが多々あるが､ご参照いただければ幸いである｡なお､本件判例解説 ･評釈とし
て､本山敦 ｢面接交渉と連れ子養子｣月報司法書士419号 (2007年)34貢以下､中村
恵 ｢再婚家庭の中で暮らす子と非親権者との面接交渉についての判断｣速報判例解説
編集委員会編 『速報判例解説』(日本評論社､2007年)119頁以下､山口亮子 ｢面接交
渉の取り決めについて｣季刊教育法153号 (2007年)72頁以下がある｡
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(2) 善元貞彦 ｢面接交渉とその制限一事例分析を中心として｣右近健男-小田八重子-
辻朗編 『家事事件の現況と課題』(判例タイムズ社､2006年)164頁｡
再婚 (内縁)家庭のなかの子との面接交渉ではないが､離婚した母が､父 (親権
者)の姉夫婦を相手として､その養女となった実子の面接交渉を申し立てた事案が1
件ある (大分家裁中津支部昭和51年7月22日審判家庭裁判月報29巻2号108頁)｡本審
判では､｢相手方夫婦､隣家に住む相手方保倉浩二 (養父一筆者注)の両親になつき､
同人らの愛情にはぐくまれて順調に成育していること､事件本人は申立人の顔も母で
あることも知らず､相手方夫婦を実の親と信じて平和な家庭生活を営んでいること｣
等の事実を認定し､実母が未成熟子に対し面接ないし交渉する権利を有することは､
親として当然のことであり原則として制限され奪われることはないのであるが､未成
熟子が何らかの事情で実母の許を離れ､他の者の親権または監護権に服している場
合には､親権および監護権の行使との関係で制約をうけ未成熟子の福祉を害する場合
には許されないと解すべきであるとして､本件につき判断し､｢右認定の事実によれ
ば､事件本人は父母の離婚という不幸な境遇の下にありながら､相手方夫婦の養女と
なり､同夫婦を実の父母として平和な家庭生活を送っているものであって､かかる状
況にある事件本人に申立人が母として面接することは事件本人の純粋な童心を傷つけ
るばかりか､その精神面における健全な成長を阻害し､ひいては相手方夫婦との平和
な家庭生活に波乱を起こすに至る危険性が極めて高いというべきである｡尤もわが子
に会いたいという申立人の一途な気持も十分理解でき同情を禁じえないところである
が､事件本人が成人して事理を弁識できるようになれば格別､それ迄は相手方夫婦の
親権､監護権に服している以上､これを尊重して､面接を避け､事件本人の成長を陰
ながら見守ることが事件本人の福祉に適合し､同人の幸せにつながるものであるとい
わざるを得ない｣と説示して､面接交渉を許可しなかった｡面接交渉を否定するに際
し､養子縁組によって新しく形成された家庭の安定性を考慮事由とした事案である｡
(3) 二宮周平 『家族法 [第2版]』(新世社､2005年)131頁｡二宮教授は､裁判例(参の
判例評釈において､審判中に記載された事実を前提にすればとの前置きをしながら
も､｢審判で記載されている程度の事実で制限されるのであれば､およそ低年齢の子
に対する面接交渉は否定されるに等しい｡他方で､子が単独で別居親と面接交渉で
きる年齢に達していれば､同居親の反対があっても原則として面接交渉は肯定される
として､中学二年の男子に対する面接交渉を認めているが､これはいわば当たり前の
ことであり､こうした年齢に達しない子に､どのような条件で面接交渉を認めるべき
かを示すことこそ審判の役割だと思う｣とされ､面接交渉の制限は､別居親が児童虐
待をするなど､親としての適格性に欠ける場合に限られるべきであり､新しい家庭環
境で平穏に暮らしているから､外部から干渉してはならないといった理由で制限され
てはならないから､本件のように､再婚相手に気兼ねして別れた夫に会いたくないと
か､子どもを動揺させたくないといった程度の事実で､小学四年の女子に対する面接
交渉を制限することはできないとして､本件審判に批判的なコメントを述べられてい
る (｢子の年齢､心身の成長状況と面接交渉の可否｣判例タイムズ940早 (1997年)95
貢以下)0
(4) 岡部喜代子-三谷忠之 『実務 家族法講義』(民事法研究会､2006年)207頁｡ この
見解に近い立場として､｢ケース ･バイ ･ケースで 『子の利益』に合致するかどうか
を判断して決する他はない｡少なくとも､実父も当然に面接交渉する権利があるとい
う発想では､子の利益を害する結果となりやすいので､注意を要する｣とするものが
ある (梶村太市 ｢新時代の家庭裁判所家族法 (3)｣戸籍778号 (2005年)18頁)｡
(5) 善元 ･前掲注 (2)165頁｡
(6) 以下の本文の記述は､つぎの文献に拠っている｡野沢慎司-茨木尚子-早野俊明-
SAJ編著 『Q&Aステップファミリーの基礎知識一子連れ再婚家族と支援者のため
に』(明石書店､2006年)､エミリー&ジョン･ヴィッシヤー 『ステップファミリー』
(原題HowtoWinasaStep血milies)春名ひろこ監修-高橋朋子翻訳 (WAVE出版､
2001年)､野沢慎司 ｢離婚 ･再婚とステップファミリー｣吉田あけみ-山根真理-杉
井潤子編著 『ネットワークとしての家族』(ミネルヴァ書房､2005年)､茨木尚子 ｢SAJ
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(ステップファミリー ･アソシエーション･オブ･ジャパン)の歩み-オンライン上
に生まれた当事者によるサポート組織はどう作られてきたか-｣明治学院大学社会学
部付属研究所 ･ソーシャル ･サポートにおけるCMC研究グループ編 『ステップファ
ミリーとオフラインのサポート･ネットワーク 【改訂版】』(2004年)､主任研究者山
崎美貴子 『ひとり親 (母子)家庭 ･再婚家庭の実態とその支援方法に関する研究』
(平成15年度厚生労働科学研究 (子ども家庭総合研究事業)報告書､2004年)のほか､
野沢慎司 ｢ステップファミリーとはどのような家族なのか-アメリカとの比較を軸と
して｣生活経済政策124号 (2007年)11頁以下､同 ｢ステップファミリーの現実と援
助｣日本家族心理学会編 『夫婦 ･カップル関係- ｢新しい家族のかたち｣を考える』
家族心理学年報24号 (2006年)93頁以下､同 ｢ステップファミリーのス トレスとサ
ポート｣石原邦雄編 『家族のストレスとサポート』(財団法人放送大学教育振興会､
2004年)262頁以下､茨木尚子-吉本真紀 ｢NPOにおける家族支援とソーシャルワー
クーステップファミリー当事者による支援組織の活動から-｣ソーシャルワーク研究
所編 『ソーシャルワーク研究』32巻4号 (2007年)46頁以下､菊池真理 ｢継母になる
という経験一結婚への期待と現実のギャップー｣家族研究年報30号 (2005年)49貞以
下､早野俊明 ｢継子 (連れ子)養子について｣新しい家族34号 (1999年)46頁以下､
SAJ編 mleHANDBOOKforSTEPFAMIuES-SAJハンドブックー』(SAJ[ステッ
プファミリー ･アソシエーション･オブ･ジャパン]､2002年)27貢以下｡
ステップファミリーが置かれている状況については､本文で叙述したもののほか
に､｢社会制度基盤の欠如｣が挙げられている｡すなわち､社会の諸制度は､基本的
に初婚家族を前提としてでき上がっており､継親子関係など再婚によって生じる家族
関係のあり方が明確に規定されていない｡例えば､再婚によって生じる家族 ･親族関
係には､相手との関係を示す一般的な呼称が存在せず､つきあい方に関する規範やモ
デルが社会に見当たらない｡そのために､家族生活上の困難 (戸惑いや不安 ･不満)
が増幅されやすく､生きにくさを経験することが多い｡そうした制度的な基盤を欠い
た状況で家族を再構築しようとすると､周囲に利用可能な他の家族モデルがないため
に､既存の標準的な初婚家族モデルに依拠し､窮屈であってもそれにあてはめて家族
をつくるしかない｡さらに､その窮屈さを乗り越えるために役立つ専門的 ･非専門的
なサポートも存在していない｡つまり､孤立した状況で､難しい課題に直面せざるを
得ないという点に置かれているのがステップファミリーであるとされる (野沢 ･上記
｢ステップファミリーのストレスとサポート｣271頁以下)0
(7) SAJ編 『LEAVESステップマムアンサーブック』(SAJ[ステップファミリー ･アソ
シエーション･オブ･ジャパン]､2004年)6頁O
(8) アメリカの経験的知見によれば､①継子の年齢が低い場合､②継父家族の場合､③
継父家族においては継子が男子の場合､④継母家族においては子が実親たる非監護親
とほとんど交流がない場合､⑤双方のうち一方の子だけが継子となっているような場
合､(砂再婚後共通の子をもうけていない場合に､継親子関係が促進される､とされる
(RFine&AFine,LearningPomSocialSciences:AModelforReformationoftheLaws
AjfectingStedamilies,97DICK.L.REV49,6317(1992)).早野 ･前掲注 (6)47頁を参照｡
(9) 国立社会保障 ･人口問題研究所 『第13回出生動向基本調査 (結婚と出産に関する全
国調査 (夫婦調査)の公表について)』(2006年)2頁｡
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表 裁判例の家族状況と面接交渉の可否
香早 裁 判 申 【前 婚 】 子の数.性別. 再婚期間 縁組の そ の 他 面接交渉
年 月 日 立 同 居 期 間 年齢 同居期間 有 無 離 婚 後 再 婚 (同 の 可 否
判 所 人 (同) [別 居 時 ] (裁判時) 居 ) ま で の 期
出 典 婚 姻 期 間(裁判時) (裁 判 時 ) 間 .家 族 形 態 等
① 昭39.12.14 母 6年5ケ月 男1人 9ケ月 連れ子 ･3ケ月 ○
東京家審 (同) [6歳1ケ月] ○ ･双方子連れ再婚 (月1回)
家月17-4-55 7年 (6歳11ケ月) 継子× 家族･再婚相手にも男2人の連れ子あり (17歳15歳)[5人同居]
② 昭40.12.8東京高決家月18-7-31 同上 同上 (7年11ケ月) 1年9ケ月 同上 同上 ×
@ 昭43.5.8 母 7年 男 1人 3年1ケ月 連れ子 ･双方子連れ再女昏 ×
大阪家審 [6歳] ○ 家族
家月20-10-68 (9歳6ケ月) 継子○ ･再婚相手に女 1人の連れ子あり(15歳3ケ月)との間に男 1人8 月)[人同居]4ケ月
④ 昭43.12.24大阪高決家月2-6-39 同上 同上 (10歳1ケ月) 3年8ケ月 同上 同上 ×
G)昭62.3.31 父 5年6ケ月 男1人 3年 連れ子 ･内縁 ○
東京家審 [4歳9ケ月] × ･申立人は再婚 (春 期 及
家月.39-6-58 (8歳6ケ月) [3人同居]･1年2ケ月 び冬期休暇の各々1日､夏期休暇の3 )
⑥ 平8.4.30 父 11年2ケ月 男女 1人ずつ 2年5ケ月 連れ子 [4人同居] 中学2年
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⑦ 平17.8.24 母 6年5ケ月 男女 1人ずつ 裁判時以 連れ子 ･再婚相手は妊娠中 ○
京都家審 年齢不詳 降に再婚 2人 [4人同居] (宿泊付
家月58-ll-56 (いずれも6歳以下) ○ ･1年やヶ月(同居)10ケ き面会､月 1回の面会)
⑨ 平18.3.31 母 3年2ケ月 女 1人 再婚 して 連れ子 ･再婚相手は妊娠中 ×
京都家審 [3歳以下] 裁判時ま ○ [3人同居]
※ ｢縁組の有無｣欄における○は縁組有 り､×は縁組無しを示す｡また､｢連れ子｣ とは､監
護親の子 (したがって､再婚相手方の間の縁組の有無となる)､｢継子｣とは､監護親の再婚
相手の子 (したがって､監護親との間の縁組の有無となる)である｡
※ ｢面接交渉の可否｣欄における○は可､×は否を示す｡
(本学法科大学院教授)
